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研究成果の概要（和文）： 
 森林吸収からのクレジット供給および需要の特徴について分析を行った。クレジット供給は、

滋賀県では、小規模森林所有にともなって、小規模分散的に発生することが予想された。クレジ

ット需要は、規制を受ける大規模企業から主に発生するとの仮定のもと、さまざまなシナリオの

もとで、企業がどのような反応を示すかを明らかにするため、アンケート調査を実施した。クレ

ジット取引をマルチ・エージェント・シミュレーション手法にてモデル化し、取引の安定化にど

のくらい時間を要するかを観察した。 

 
 
研究成果の概要（英文）： 
I investigated potential supplies and demands of carbon sequestration credits derived 
from forests.  Small and dispersed supplies from small private forest owners were 
expected.  A questionnaire survey was conducted, in which respondent large firms, 
potential buyers of carbon credits, were asked what they would do if stricter 
regulations on their carbon emissions are placed upon them. Credit trading was 
simulated using the agent-based modeling method, and time durations for trades to 
stabilize were observed.   
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１．研究開始当初の背景 
森林・湿地は二酸化炭素吸収・固定を含め

多くの機能を有している。2008 年の京都議
定書の約束期間の開始にともなって、森林の

二酸化炭素吸収機能に注目が集まっている。
2007 年には吸収量認証制度が高知県で開始
され、和歌山県・大阪府・京都府でも実施さ
れている。また、海外での植林を基礎とした
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カーボン・オフセットもまた普及しようとし
ている。こうした制度の持続的発展のために
は、二酸化炭素吸収クレジットの需要・供給
の定量的把握と把握に基づいた需要・供給の
調整制度の設計が必要とされるところであ
る。 

こうした自然の環境サービス取引のうえ
で も問題となるのは、取引費用の高さだと
考えられる。取引費用は、需要と供給との間
に情報の非対称性が存在したり、取引相手を
発見するために時間・労力を要したりすると
きに発生する（［１］，［３］，［４］，［７］）。 
取引費用が抑制される制度を設計するた

めには、まず需要と供給の規模・数量・特性
を知ること(A)が第一に必要となる。需要面で
は、京都議定書約束期間以前から企業の二酸
化 炭 素 吸 収 ク レ ジ ッ ト の 需 要 調 査
(Takahashi, et. al., 2001)が実施され、相当
規模の需要が存在することが確認されてい
る。供給面では、森林の環境ラベルである森
林認証の研究によって、どのような主体が森
林の環境サービスに積極的であるかが、明ら
かにされている［２］(Takahashi, et. al., 
2003)。次に、制度設計のためには、需要と
供給がどのように出会い、どのような取引を
生み出すか（または生み出さないか）をシミ
ュレーションしなくてはならない。進化経済
学の分野ではすでに、主体間の性格の相違・
不確実性を組み込んだシミュレーションが
実施されてきている。本研究ではこの進化経
済学分野でのマルチ・エージェント・シミュ
レーション手法を応用し、適切な取引制度の
設計に役立てる(B)。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 研究内容の概念図 
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２．研究の目的 
（概要） 

森林・湿地の二酸化炭素吸収クレジットの
取引を可能とする制度の設計を目指す。フィ
ールドとして滋賀県を選択し、具体的なデー
タを利用することによって、現実的なモデル
化に基づいた仮想的制度の評価を行う。 
 滋賀県内での二酸化炭素吸収クレジット
の需要・供給の定量的把握を行う。どれだけ
の規模でどのようなタイミングでどのよう
な質の吸収クレジットが要求されるのか、ま
た発生するのか、が明らかにされる。そして、
定量的把握に基づいた需要・供給の調整制度
の設計を行う。相対取引、需要側または供給
側の組合結成、といった様々な選択肢を取引
費用と取引の成立可能性の面から比較し、適
切な制度を設計する。 
 
 
 



 

 

３．研究の方法 
 本研究は、大別して、２つの構成要素から
成っている。１つは、Ａ．炭素吸収クレジッ
トの需要・供給の規模・数量・特性の把握、
もう１つは、Ｂ．Ａの結果に基づいたクレジ
ット取引制度の設計、である。Ａ、Ｂそれぞ
れの内容を以下に示す。 
 
Ａ．炭素吸収クレジットの需要・供給の規
模・数量・特性の把握 
・ 基礎的統計資料の収集・整理 
・ 代表的主体の聞き取り調査（森林組合、

製造企業を想定） 
・ アンケート調査対象の選定 
・ アンケートの作成 
・ アンケートによる需要・供給の規模・数

量・特性の調査 
 
Ｂ．クレジット取引制度の設計 
・ カーボンオフセットについての県内外で

の聞き取り調査 
・ 仮想的な数値例によるモデル構築 
・ アンケート結果を応用して、数値ならび

に需要・供給者の行動特性を決定し、シ
ミュレーションを実行する 
 

４．研究成果 
 
Ａ．炭素吸収クレジットの需要・供給の規
模・数量・特性の把握 
 需要については、まず「地球温暖化対策の
推進に関する法律第２１条の７及び第２１
条の８第６項に基づき開示するファイル記
録」より、全国的に、おおまかなクレジット
需要数量の分布について推測した。平成 20
（2008）年度の同記録より、事業者ごとに年
間排出量をまとめ、排出量の 10％をクレジッ
トの需要量と仮定し算出した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ クレジット需要数量の分布 
 
件数としては、214 トンクラス（年間に 214
トン内外の需要が想定できる）、855 トンクラ
スの事業者が多く、需要の総トン数としては、
2,850 トンクラスのトン数が圧倒的に多い。 
  次に、クレジット購入が、企業の地球温暖
化対策のなかで、どのような位置を占めるの

かを、アンケート調査によって解明した。 
 全国の大規模・中堅企業を対象として、
2011 年 2 月～4月に実施した。1132 社に調査
票を送付し、283 社より回答があった（回収
率 25％）。 
 アンケートでは、さまざまな温暖化対策に
対し、異なったシナリオのもとで、どのよう
な対応をするかについてたずねた。【非規制
シナリオ】では、「法律や条例などによる CO2
排出量削減の義務を受けない」との仮定のも
とで、【努力目標シナリオ】では、「CO2 原単
位を毎年１％削減する努力目標を課せられ
る」との仮定のもとで、【規制強化シナリオ】
では「10 年後において CO2 排出量を現状から
25％削減することが要求されるようになる」
との仮定のもとで、それぞれ対応を答えても
らった。 
 図３と図４に示すように、企業は、取引制
度・クレジットによる取り組みに対して、建
物関連の対策と比べ、全般的に、消極的であ
ることがわかる。ここでは略するが、その他
の温暖化対策と比べても、消極的である。た
だし、規制が強化された場合には、取引制
度・クレジットを実施しないとする企業は 2
割と少数であり、規制の強化により、相当数
の企業が参加する可能性が想定できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 企業の温暖化対策（建物関連）への 

取り組み姿勢 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４ 企業の温暖化対策（取引制度・ 

クレジット）への取り組み姿勢 
 
 温暖化対策として、森林吸収クレジットを
選択する理由をたずねた。図５に示すように、
「社会的に望ましい手段である」という回答
が多い。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 国内クレジット制度・森林管理型オフ

セット・クレジットを選択する理由 
 
 次に、森林吸収クレジットの供給面につい
て検討をおこなった。滋賀県の民有林を想定
し、どの程度の規模で、どの程度の件数のク
レジット供給が期待できるかについて、仮想
的に推計をした（図６）。 
  
 
 
 
 
 
 
 

図６ クレジット供給数量の分布 
 
 11 トンクラス、21 トンクラス、43 トンク
ラスの供給件数が多い。ただし、年間吸収量
CO2 トン数で近似した供給トン数でみると、
855 トンクラスからの供給割合が大きい。 
 
Ｂ．クレジット取引制度の設計 
 クレジット取引をマルチ・エージェント・
シミュレーション手法にてモデル化し、取引
の安定化にどのくらい時間を要するかを観
察した。この要する時間は「取引費用」の代
替変数とみなすことができる。こうしたモデ
リングは、将来の取引制度設計に有益な示唆
を与えることとなる。取引者のグループ化に
加え、グループ間の橋渡し取引を併用するこ
とによって、かえって早期に取引の安定化が
起こる現象も確認できた。このことは、ロー
カルなクレジット取引の可能性を示すもの
で、制度設計のうえで興味深い。 
また、現実に進行しつつある、J-VER 等の

炭素吸収クレジット制度の継続観察も続け
た。民間企業の広告宣伝のうえでは森林吸収
クレジットがイメージ面での優位性がある
こと、県有林・私有林・公社林などの公有林
からのクレジット供給意欲が強いこと、など
が明らかになった。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線） 
〔雑誌論文〕（計４件） 
[１] 高橋卓也、山崎啓太郎「協働の観点か
らみた森林づくり活動の運営方法に関する
研究―滋賀県における流域森林づくり委員
会活動を事例として―」『農林業問題研究』
第 186 号、（ページ未定）、2012 年 6月。 
[２] 高橋卓也「日本国内における森林認証
普及パターンの分析」『森林応用研究』20（１）、
1-9、2011 年。 
[３] 市田亘、高橋卓也「間伐材紙製品を扱
う事業及び需要の実態に関する研究」『森林
応用研究』20（１）、11-17、2011 年。 
[４] 高橋卓也「水源地支払い制度への新た
な視点―北米の事例から考える―」『月刊 
公営企業』 7 月号 2-13、2010 年７月。 
〔学会発表〕（計４件） 
[１] 杉田正樹、池北実、高橋卓也「企業の
地球温暖化防止の取り組みに関する研究―
企業の温暖化対策の決定要因―」環境経営学
会 2012 年研究報告大会、2012 年 5 月 19 
日、跡見学園女子大学（東京都）。 
[２] 高橋卓也「ローカルなカーボン・オフ
セットの可能性―取引費用の観点から―」環
境経済・政策学会 2010 年大会、2010 年 9 月
12 日、名古屋大学（名古屋市）。 
[３] 高橋卓也「地域密着型カーボンオフセ
ットをめざして―びわ湖の森ローカルシス
テムの挑戦―」日本森林学会、2010 年 4 月 4
日、筑波大学（つくば市）。 
[４] 高橋卓也「ローカルなカーボンオフセ
ットの強みは何か？―びわ湖の森認証制度
から考える―」滋賀県立大学環境共生システ
ム研究センター研究発表会、2010 年 3 月 25
日、大学サテライトプラザ彦根（彦根市）。 
〔図書〕（計 1 件） 
[１] 高橋卓也、赤尾健一「森林資源：国内
林業をどう制度設計するか（仮題）」馬奈木
俊介『資源と環境の経済学（仮題）』昭和堂、
2012 年。 
〔産業財産権〕 
○出願状況（計 0件）○取得状況（計 0件） 
〔その他〕 
ホームページ http://www.asahi-net.or.jp/ 
~zf6t-tkhs/kenkyu.htm 
６．研究組織 
(1)研究代表者 

 高橋 卓也（Takuya Takahashi） 

滋賀県立大学・環境科学部・准教授 

 研究者番号：20336720 

(3)連携研究者 

浜端 悦治（Etsuji Hamabata） 

滋賀県立大学・環境科学部・准教授 

研究者番号：40238077 
仁連 孝昭（Takaaki Niren） 

  滋賀県立大学・副学長 

 研究者番号：60127686 


